
Ⅰ．はじめに

　再造林放棄地とは，皆伐された人工林跡地のうち再び造林され

ずに放置されているものを指す（堺，２００３）。近年，この再造林

放棄地（以後，放棄地と称する）の増加が問題となっている。例

えば，平成１２年度林業白書によると４分の３の林家が採算が合わ

ないことを理由に再造林を行う意志がないという回答をしている

（林野庁，２００１）。九州地域は早くから放棄地問題が認識されてい

るが，放棄地発生の背景には９１年，９３年に発生した激甚な台風被

害，年々増加するシカの食害，長期にわたる木材市況の低迷など

が挙げられている（堺，２００３）。

　こうした中，先端技術を活用した農林水産研究高度化事業「九

州地域の再造林放棄地の水土保全機能評価と植生再生手法の開発

（代表：吉田茂二郎）」において，放棄地の実態把握が取り組まれ

るようになった。放棄地の実態把握の部分において，リモートセ

ンシングデータを活用し，特定期間の伐採地を九州本島全域を対

象として抽出し，再造林の有無についてチェックする作業が進行

中である。

　今回，リモートセンシングデータより抽出された伐採地（以下

これを抽出伐採地と称す）について，その精度を求めることがで

きたので報告する。なお，集計結果は２００５年１０月末現在のもので

あり，各県からの報告はあくまでも中間報告であることを理解し

ていただきたい。

Ⅱ．プロジェクトの概要

　近年，放棄地が九州各県をはじめ全国に急速に拡がりつつある。

九州の場合は，スギ人工林資源の豊かな大分県や熊本県において

その傾向が顕著であり，伐採された人工林面積の約２５％にも及ん

でいる（大分県による１９９８年度報告）。このような放棄地の拡大

は，人工林の減少による森林資源の減少（森林資源問題）と，再

造林（森林造成）の放棄による水土保全機能や土砂流出防止機能

といった公益的機能の低下（水土保全機能問題）に加えて，斜面

崩壊等の危険性が大きくなることが懸念されている。

　この放棄地問題は，九州全域共通の問題であるが，問題の性格

上，その存在を肯定しにくく，九州全域の実態は明らかではない。

先に示したように，この調査を行った県の事例では，相当数の放

棄地が発生しており，単なる個別の問題から流域全体の問題とな

りつつある。CO２吸収問題や循環型社会の構築において最も重要

な役割を果たすと期待されている人工林を放棄する問題は，森

林・林業分野だけに留まらず，もはや社会全体の問題といえる。

　本プロジェクトの目的は，①九州全域の再造林放棄地の位置，

立地・環境要因の把握を行い，それに過去の植生，現植生及び周

辺植生の詳細調査・関係解析を加えて，②放棄後の植生予測モデ

ルの構築，③植生再生のための低コスト育林プロセスの開発，④

水土保全機能評価・斜面崩壊予測手法の開発を行うことである。

今回の研究で得られた成果によって，人工林崩壊に向かっている

九州地域の人工林資源の効率的な再生・適正化が期待できる。

Ⅲ．方法

　伐採地抽出方法の全体については，図－１に示すとおりである。

以下，その詳細について順を追って説明したい。

　まず，リモートセンシングデータとしてLANDSAT５／TMお

よび LANDSAT７／ETM+を用意した。LANDSATシリーズを

選定した理由として，空間分解能が３０mであること，１シーンの
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観測幅が１８５kmと広いこと（同程度の空間分解能を有する他の

衛星センサと比較して格段に広い），伐採地抽出に有効とされる

短波長赤外域を観測波長帯に有することが挙げられる。図－２に

示すように，九州本島は３シーンの LANDSATデータでおおよ

そカバーされる。本プロジェクトでは，１９９８～２００２年の５年間に

生じた伐採地を抽出するため，その期間をカバーする直近の衛星

データを選定した。また，およそ中間となる２０００年のデータも利

用し，該当期間における伐採地の出現時期を特定できるようにし

た（表－１）。LANDSATデータは全て，数値標高モデル

（DEM）を用いて，地形歪み補正まで含めた幾何補正を行い，観

測時期の異なるデータが互いに重なるように前処理を行った。

　次に，幾何補正済みの LANDSATデータにおいて，雲とその

影の領域を目視で選択し，その部分のデータを除去した。これに

より期首データもしくは期末データのいずれかで雲，雲影が存在

した地点は解析対象外となった。

　今回の解析は基本的に森林変化点を抽出する作業であるが，リ

モートセンシングデータでは森林域以外の土地被覆変化点も数多

く含まれる。また，農地においては土地利用としては変化がなく

ても，農作物の作付け時期の違いなどから見かけ上変化点として

抽出されることが数多く発生する。そのため，森林域以外の変化

点を事前に解析から除外しておく必要がある。ここでは国土数値

情報（http://nlftp.mlit. go.jp/ksj/）から入手可能な「森林地域

（面）」を利用した。このデータに添付している説明ファイルによ

ると，昭和５７年度（１９８２年度）時点の入力データであり，縮尺５

万分の１相当の地図データからトレースされて作成されたもので

ある。

　雲，雲影の除去ならびに森林域のマスキングがなされた

LANDSATデータについて，２時期のデータを組み合わせ差画像

を作成した。ここでは，１９９７年データと２０００年データの組み合わ

せと１９９７年データと２００２年データの組み合わせを行った。当初は，

２０００年データと２００２年データの組み合わせを予定していたが，期

首，期末データの観測季節の違いなどから良好な結果が得られず，

その代わりに１９９７年データと２００２年データの組み合わせを採用し

た。
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図－１．伐採地抽出と成果図作成までのフローチャート

図－２．LANDSATデータのカバーする範囲．図中の数値はパ
スーロウ

表－１．使用した衛星データのリスト

データ観測日衛星／センサパスーロウ

１９９７／４／１LANDSAT５／TM１１２－３７

２０００／１／４LANDSAT５／TM１１２－３７

２００２／１１／１７LANDSAT７／ETM＋１１２－３７

１９９７／４／１LANDSAT５／TM１１２－３８

２０００／１／４LANDSAT５／TM１１２－３８

２００２／１１／１７LANDSAT７／ETM＋１１２－３８

１９９７／４／５LANDSAT５／TM１１３－３７

２０００／９／７LANDSAT５／TM１１３－３７

２００２／１１／２４LANDSAT７／ETM＋１１３－３７



　差画像に対し，教師付き分類である最尤法を適用し，伐採地

（森林変化点）と森林の２クラスで分類を実行した。

　分類画像から伐採地のみを抽出し二値の画像データを作成した。

抽出された全ての伐採地に対し，識別コードと面積を付与するた

め，ラスタ・ベクタ変換を行った。ベクタ化することにより，各

抽出伐採地に対し属性データを与えることが可能となる。

　リモートセンシングデータから抽出される変化点のうち，面積

の小さい抽出伐採地には誤抽出が多く含まれるため（太田，

２００５），一定面積未満の抽出伐採地は削除するようにした。全て

の抽出伐採地に対し面積を計算し，面積が０．５ha 未満の抽出伐採

地を削除した。LANDSATデータの１ピクセルのサイズは３０×

３０mであるが，６ピクセル（０．５４ha）未満の伐採地を削除したこ

とになる。

　最終的な出力を前に，森林変化点以外の地点が含まれていない

か確認するため，目視によるチェックを行った。抽出伐採地を国

土地理院発行の数値地図２５０００（地図画像）に重ね，明らかに森

林域ではない箇所に位置する抽出伐採地を削除した。さらに，先

述したとおり，１９９７年と２０００年データの組み合わせ，１９９７年と

２００２年データの組み合わせで伐採地抽出を行っているが，理論上

１９９７～２０００年中に生じた伐採地において，両者のデータが重なる

ことになる。実際，それは抽出伐採地においても確認された。同

一箇所に別個の識別コードのついた抽出伐採地が存在するのを避

けるため，そのような箇所では，１９９７～２００２年データの抽出伐採

地を削除した。

　数値地図２５０００の上に抽出伐採地と識別コードを表示したもの

を大型プリンタにて印刷した。図－３にその一例を示している

が，　２次メッシュ（２５０００分の１地形図１葉の範囲）毎に印刷を

行った。印刷した地図は各県の担当者に配布し，伐採地であるか

どうか，さらに植栽済みであるか，放棄地であるか，１点づつ確

認作業を実施してもらっている。

Ⅳ．抽出伐採地の精度について

　抽出伐採地の実際の変化内容について各県より報告を受けた。

ここでは，抽出伐採地にどれだけ森林変化点以外の地点が含まれ

ていたのかという点について報告したい。つまり，リモートセン

シングデータからどれだけ正しい森林変化点を得ることができた

のか，という事を検証したい。表－２に２００５年１０月末までに報告

された総調査点数と森林変化以外の点数を県別にまとめている。

この表に示す割合は，いわば誤抽出率である。高いもので２４．２％，

最も低いもので２．０％であった。全体では８２８点の抽出伐採地のう

ち１４２点が森林変化以外の地点であり，その割合は１７．１％であっ

た。現時点の集計では，２割弱の誤抽出があるという結果であっ

た。

　次に，どのような地点が変化点として存在したかについて示し

たい。表－３は期首画像取得時における土地被覆項目を件数の多

い順に並べたものである。「変化なし」とあるのは，森林ではあ

るが，伐採等の変化が存在しなかった地点を意味する。これが全

体の１２．７％を占めていた。しかし，これ以外の土地被覆項目は森

林以外に属する。つまり，今回誤って含まれた抽出伐採地のうち，

８７．３％は非森林由来であったということである。これはつまり，

図－１で示した森林域のマスキングが完全ではなかったことを意
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図－３．抽出伐採地を１／２５０００地形図上で表示させた様子



味する。今回採用した国土数値情報・森林地域を精査してみると，

森林域と非森林域（例えば，農地や宅地など）との境界部分の確

定が十分でないことが分かった。また，果樹園や牧場，畜産施設

もかなりの割合で森林域に含まれていることも確認された。これ

らの問題点はある程度予想されていたので，先に説明したように，

最終出力の直前に目視により，明らかに森林域の変化でない地点

を除去した。しかし，この作業では非森林域の可能性が疑われる

地点については残す方針をとった。当然ながら見落としも発生し

たと考えられるため，これらの要因を総合的に含んだのが今回の

誤抽出率であるといえる。

　ところで，森林域の中で「変化なし」が抽出伐採地として含ま

れていた。これらは日射条件の違いなどから見かけ上変化点であ

るかのように抽出された地点であった。また，そのほとんどは面

積が１ ha 未満であった。太田（２００５）によると，衛星データか

ら得られる抽出伐採地の的中率は，伐採地の面積に大きく影響を

受けることが確認されている。今回はその点を考慮して０．５ha 以

上の伐採地を対象にしたが，結果として完全に森林域内での誤抽

出を抑えることはできなかったといえる。

　LANDSATデータの空間分解能（３０×３０m）は，伐採地の詳

細な輪郭を描くには十分なものではないが，図－２に示したよう

に，少なくとも３シーンでもって九州本島全体をカバーすること

が可能である。今回の件は，行政単位を超えた取り組みを行う上

で，衛星データの利用が有効な手段であることを示す好例である

といえる。場合によっては地方自治体毎に調査方法が異なる場面

もある中で，リモートセンシング技術が共通の方法を提供できた

意義は大きいといえる。

　本研究は，先端技術を活用した農林水産研究高度化事業「九州

地域の再造林放棄地の水土保全機能評価と植生再生手法の開発

（代表：吉田茂二郎）」で行われたものである。本論で用いた各県

からの報告結果は，各県の試験研究機関ならびに行政担当者，森

林組合関係者等多大なる関係各位のご協力に依るものである。こ

こに記して関係各位に感謝の意を表します。
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表－２．LANDSATデータから得た抽出伐採地に含まれていた
森林変化点以外の点数

割合（％）
（B／A）

森林変化以外の点数
（B）

総調査点数＊

（A）
県

１６．４１９１１６福岡県

２３．１１８７８長崎県

１６．８５８３４６大分県

２．０２１０２宮崎県

２４．２４５１８６鹿児島県

１７．１１４２８２８全体

＊２００５年１０月末までの報告値

表－３．森林変化点以外の地点における期首画像取得時の土
地被覆項目

割合（％）件数土壌被覆

１７．６２５農地

１６．９２４畜産施設

１６．２２３草地

１５．５２２舗装地・人口構造物

１２．７１８変化なし

７．０１０果樹園

６．３９運動場・公園
４．９７裸地
２．１３ダム
０．７１採石場

１００．０１４２総計


